予算要求資料
平成26年度当初予算　　　支出科目　款：警察費　項：警察活動費　目：刑事警察費　　　
	事業名　新　画像鮮明化システム強化事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　          警察本部 刑事部 鑑識課 電話番号：058-271-2424（内4611 ）

　　　　　　　E-mail：c18882@pref.gifu.lg.jp 

１　事業費　　　3,516千円（前年度予算額：－千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	3,516
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	3,516

	決定額
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
初動捜査の高度化施策の一環として犯罪の追跡可能性の拡充等に資する
ため、自治体や民間への公共空間等における防犯カメラ設置の働きかけ等に
より防犯カメラの設置が進むとともに、平成23年度「岐阜県緊急雇用創出
事業臨時特例基金」を活用して、防犯カメラ設置箇所等をデータ化し、一層
の活用が期待されているところである。しかし、これら防犯カメラ画像の大
半は解像度が低く、被疑者（車）等が録画されていても顔や姿の確認、車の
ナンバーの割り出しに困難を極めている。

　　　よって、事件発生時において県内に設置されている防犯カメラ画像を捜査
に有効活用するため、高度な鮮明化が可能なシステムを導入する。
（２）事業内容
　　
全体事業費　3,516千円　

　　　　○ 画像鮮明化ソフト『AccuSmartVisionPro』１式の導入　

　　  　・公的捜査機関向けに特化したソフト(2012年春､販売開始)

　　　　　・簡単な操作で高速処理が可能

　　　　　・画像の解像度を上げて鮮明化する超画像技術が優秀

　　　　　・処理結果画像及び処理履歴等の印刷機能有

　 　 　 ○ 画像鮮明化システム専用パソコン１式の整備
　　　   　　OS Win7Pro SP1 64bit(日本語版)　
　　　　 　　CPU Core i7-2860QM 2.5GHz

　　　　 　　ﾒﾓﾘ  8GB　1TB SSD　
ﾌﾞﾙｰﾚｲ+DVDﾏﾙﾁﾄﾞﾗｲﾌﾞ
　　　　 　　ｷｬﾌﾟﾁｬｰﾎﾞｰﾄﾞ　GrassValley　ADVC-55
ﾓﾆﾀ FullHD1920×1080
（３）県負担・補助率の考え方

　　　県内で発生した事件捜査の解決に資する目的で導入するもので県民の安

全安心に資する事業であることから、県負担は妥当である。

（４）類似事業の有無

　　　無

３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	備品購入費
	3,516
	防犯カメラ画像等の画像鮮明化システムの整備　

	合計
	　3,516
	


	　決定額の考え方　

他県の整備状況等をふまえ、計上を見送ります。



４　参考事項
（１）国・他県の状況

　　　要求機種と同機種のシステムについては、４府県で導入済。
　　　その他21府県ではシステム内容は異なるが県費での整備がなされている。

（２）各種計画での位置づけ

　　　「岐阜県長期構想」

　　　　5-Ⅰ-4　犯罪や暴力、事故のない地域をつくる

　　　　　○社会・経済の変化を反映した新たな犯罪への対策を強化する

　　　「岐阜県警察初動捜査高度化計画」

　　　　第2　客観的証拠収集の徹底等

3　資機材の活用　　　
事業評価調書
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　犯罪や暴力、事故のない地域をつくる
・捜査力を充実強化し、新たな犯罪の発生時に即座に対応する


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	犯罪捜査に要する経費は、単に検挙率を上げることではなく、県民が不安を感じる犯罪の根絶を図るため、認知した犯罪を着実に検挙し、更なる被害を防止するために必要な経費であることから、指標を設定することは困難である。


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）



（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　




	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	県内における防犯カメラの設置については拡充しつつあるところであり、これらの映像を犯罪捜査に活用するためにも画像鮮明化システムを強化する必要がある。


	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）


	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)


	


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
防犯カメラ等の画像処理の依頼により画像鮮明化を行っていたが、現在保有するソフトの機能不足により、必要とする客観的証拠の収集には至っていないため、画像鮮明化の高度化が必要となっている。




（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

防犯カメラの設置については、設置箇所、設置数ともに拡充しつつあり、これらの映像を犯罪捜査に活用する画像鮮明化システムを効果的に運用するとともに、確実な客観的証拠の収集を図るため鑑識職員のスキルアップを推進する。


